　大東市住工調和条例（案）のパブリックコメントに対する大東市議会の考え方　　　　　平成22年５月１１日
	条文
	パブリックコメント
	大東市議会の考え方

	（目的）

第１条

	○ 今ある都市計画の内容の見直しで対応を考えるべきで、新たな条例を作る事には反対である。


	・本条例は、住工調和問題（住工混在問題）を解決していこうとの考えから議論されてきたものです。本条例を制定し、住工調和の施策を進めていこうと考えています。



	
	○ 「周辺が工業地域」と「周辺が住宅地化した工業地域」とは区別するべきである。


	・第３条第２項に「用途地域の見直し」について実状に合わない場合は、大阪府など関係機関と協議すると規定しています。また、区別していなくても第３条第３項にある事前協議の中では、個々の状況として協議されるものと考えます。


	
	○ 住と工の混在が問題になっているのは工業地域においてではないのですか。大東市全域の問題ではなく、他市でも工業地域での混在が問題になっていることが新聞にも載っていました。用途地域を限定すべきではありませんか。


	・ 準工業地域が一番混在しているので含めないと意味がない。大東市企業立地促進補助制度も工業地域に限定しているため工業地域に限定したほうがよいなど、委員会の中でも意見が分かれたところです。「本市内の工業地域、工業地域に隣接する準工業地域および市長が必要と認める地域」とすることとなりました。



	（市の責務）
第３条
第４項

	○ 今までに開発されて問題になっている地域に対しては、行政が中心になって双方の言い分を聞き、行政の責任でサッシを二重にする、又は防音壁を設置する等の対策をとるべきである。　

	・住工混在に関するトラブル等への対応については、現在、「大東市環境の保全等の推進に関する条例」の中にある環境侵害紛争処理委員会があります。このため、第３条第４項については、削除となりました。


	（助言および指導）
第８条

	○ 工場地域に住宅を建てさせないではなく、一定の対策を講じれば許可をする、という行政指導を明確にするべきである。
	・住工調和という多様な立場と意向が存在するまちづくりにおいては、様々な状況があり、一定の対策を講じさえすれば解決されるというわけではありません。そのため、第３条第３項のところで、住工混在に伴う問題等の発生を避けるため、関係者による事前協議の場を設けなければならないと規定しています。


	（勧告）第１０条

	○ 工場と隣接する住宅地との間に、何らかの緩和処置(2m程度の緑地帯を設ける)を講じる等、条件付きで開発許可を下ろすべきである。

	・ひとつの方策ではありますが、第８条のところでも述べているとおり関係者による事前協議が重要であると考えています。
　

	（公表）第１１条

	○ どのような法律に基づいて、公表されるのでしょうか。
法律では工業地域でも住宅が建てることが出来ます。もし業者が公表されれば、市民にすればもうその会社の住宅など買おうとは思いません。そうなれば、法律を遵守しているにもかかわらず、公表されたことによって生じる損害を市が賠償されるのですか。他市でこのような条例をつくっていないのは法律を超える条例はありえないからと考えます。
	・工業地域における住宅の建築は、法律的には認められています。このように法律では認められているものを条例で規制する場合、罰則規定の取扱いは公表まで規定された事例、勧告で留めている事例など意見がわかれるところです。

　本条例においては、住工調和の推進を図っていくために、条例に実効性を持たせるために必要があると考え、規定したものです。
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